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１【提出理由】

　

　2014年２月26日開催の当社取締役会において、当社を存続会社として、当社の特定子会社かつ完全子会社である株式

会社テクノロジーネットワークスを消滅会社とする吸収合併(以下、「本合併」という。)を決議いたしました。本合併

は、当社の親会社であるＫＤＤＩ株式会社の取締役会の承認等を条件に行うものでありますが、３月12日付で承認され

ましたので、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号、第７号の

３及び12号の規定に基づき、本臨時報告書を提出するものであります。
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２【報告内容】

(1) 特定子会社の異動に関する事項(企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号に基づく報告)

①　当該異動に係る特定子会社の概要

a．名称 株式会社テクノロジーネットワークス

b．住所 東京都千代田区丸の内一丁目８番１号

c．代表者の氏名 代表取締役社長　西尾　武　

d．資本金の額 490百万円(2013年12月31日現在)  

e．事業の内容 インターネット接続事業、有線一般放送事業・電気通信事業に関わる設備工事等
 

　
②　当該異動の前後における当社の所有に係る当該特定子会社の議決権の数及び当該特定子会社の総株主等の議決

権に対する割合

a．当社の所有に係る当該特定子会社の議決権の数

異動前 　9,800個

異動後     ―個(吸収合併により消滅)

b．当該特定子会社の総株主等の議決権に対する割合

異動前  100.00％

異動後     ―％(吸収合併により消滅)
 

　

③　当該異動の理由及びその年月日

a．当該異動の理由

当社の特定子会社である株式会社テクノロジーネットワークスは、2014年７月１日を効力発生日として当社

に吸収合併され、消滅いたします。これにより、株式会社テクノロジーネットワークスは当社の特定子会社に

該当しないことになります。

b．当該異動の年月日

2014年７月１日(吸収合併の効力発生日)

　

(2)　吸収合併に関する事項(企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の３に基づく報告)

①　商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の額、総資産の額及び事業の内容

a．商号 株式会社テクノロジーネットワークス

b．本店の所在地 東京都千代田区丸の内一丁目８番１号

c．代表者の氏名 代表取締役社長　　西尾　武

d．資本金の額    490百万円(2013年12月31日現在)

e．純資産の額  11,565百万円(2013年12月31日現在)

f．総資産の額  26,602百万円(2013年12月31日現在)

g．事業の内容 インターネット接続事業、有線一般放送事業・電気通信事業に関わる設備工事等

h．最近３年間に終了した各事業年度の売上高、営業利益、経常利益及び純利益

決算期 2011年12月期 2012年12月期 2013年12月期

売上高　 93,279百万円 83,224百万円 77,663百万円

営業利益 6,574百万円 5,076百万円 4,429百万円

経常利益 6,610百万円 5,054百万円 4,416百万円

当期純利益　 3,645百万円 2,851百万円 2,665百万円

i．大株主の名称及び発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合

大株主の名称  株式会社ジュピターテレコム

発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合 100.00％  
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 資本関係
当社は、株式会社テクノロジーネットワークスの発

行済株式の全てを保有しております。

j．当社との関係 人的関係 記載すべき重要な人的関係はございません。

 取引関係
当社のインターネット業務及び技術センター運営の

受託等を行っております。
 

　
②　当該吸収合併の目的

株式会社テクノロジーネットワークスは、当社グループをはじめとするケーブルテレビ局が提供するテレビ・

電話・インターネット等の各種サービスを技術面から支える会社として、幹線の建設や保守、ヘッドエンドのシ

ステム構築、引込宅内工事、ZAQブランドで展開しておりますISP業務などを手がけております。

　近年スマートフォン・タブレット端末の普及や通信技術の進化により、ご家庭内のネットワーク環境が益々高

度化、複雑化していることを受け、当社グループでは、お客様宅内における環境設定や使い方のご説明など、技

術面のサポート強化を重要な施策と位置づけております。

　本合併を通じ、営業と技術が一体となることで、今まで以上に迅速かつ機動的に各種のお客様サポート施策を

展開できるようになります。また、組織の簡素化と更なる業務の効率化を図ることによって、グループ全体の競

争力の向上を目指してまいります。

　なお、株式会社テクノロジーネットワークスが当社グループ以外のケーブルテレビ局に提供しておりますISP等

の業務は当社が引き継ぎ、従来と変わらず提供してまいります。

　
③　当該吸収合併の方法、吸収合併に係る割当ての内容、その他の吸収合併契約の内容

a．合併の方法

当社を存続会社、株式会社テクノロジーネットワークスを消滅会社とする吸収合併によります。

b．吸収合併に係る割当ての内容

該当事項はありません。

c．その他の吸収合併契約の内容

合併契約書の内容は、次のとおりであります。

　
合併契約書

　
株式会社ジュピターテレコム（以下「甲」という）と株式会社テクノロジーネットワークス（以下「乙」とい

う）は、次の通り合併契約（以下「本契約」という）を締結する。

 

第1条（合併当事会社）

甲（住所: 東京都千代田区丸の内一丁目8番1号）と乙（住所: 東京都千代田区丸の内一丁目8番1号）は合併

（以下「合併」という）して、合併がその効力を生じる日（以下「効力発生日」という）に、甲は存続し、乙

は解散する。

 

第2条（株主に対する株式の割当）

　甲は、乙の全株式を所有しているので、合併に際して株式の発行は行わない。

 

第3条（資本金、準備金の額に関する事項）

合併に際して甲の資本金、準備金の額の増加は行わない。

 

第4条（効力発生日）

　効力発生日は、2014年7月1日とする。但し、合併手続き進行上の必要性その他の事由により、甲乙協議の

上、これを変更することができる。

 

第5条（承認株主総会）

1. 甲は、株主総会（以下「承認株主総会」という）を招集し、本契約の承認及び合併に必要な事項に関する決

議を求める。
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2. 乙は会社法第784条第1項に基づく略式合併により、株主総会における合併契約承認の決議を経ることなく合

併する。

 

第6条（会社財産の引継）

　乙は一切の資産、負債及び権利義務を効力発生日において甲に引継ぐ。

 

第7条（会社財産の管理等）

　甲、乙は、本契約締結後、効力発生日前日に至るまで、善良なる管理者の注意をもってその業務の執行及び

財産の管理、運用を行い、その財産及び権利義務に重大な影響を及ぼす行為については、あらかじめ甲乙協議

の上、これを行う。

 

第8条（従業員等の処遇）

1. 甲は、効力発生日において、乙の従業員を引継ぐものとする。

2. その他、従業員に関する取扱いについては、別に甲乙協議の上、これを定める。

 

第9条（合併条件の変更及び合併契約の解除）

　本契約締結の日から効力発生日前日までの間において、天災地変その他の事由により、甲又は乙の資産状態

若しくは経営状態に重要な変動を生じたとき、又は隠れたる重大な瑕疵が発見されたときは、甲乙協議の上、

合併条件を変更し、又は本契約を解除することができる。

 

第10条（本契約の効力）

　本契約は、第5条に定める甲の承認株主総会において承認が得られないとき若しくは乙が効力発生日より前

に取締役会において合併を撤回する旨の決議を行ったとき又は法令に定められた関係官庁等の承認が得られな

いときは、その効力を失う。

 

第11条（本契約に定めのない事項）

　本契約に定める事項のほか、合併に関し必要な事項は、本契約の趣旨に従い、甲乙協議の上、これを定め

る。

 

本契約締結の証として本書2通を作成し、甲乙記名押印の上、各1通を保有する。

 

2014年5月20日

 

甲: 東京都千代田区丸の内一丁目8番1号

丸の内トラストタワーN館

株式会社ジュピターテレコム

代表取締役社長　牧　俊夫

 

乙: 東京都千代田区丸の内一丁目8番1号

丸の内トラストタワーN館

株式会社テクノロジーネットワークス

代表取締役社長　西尾　武

　

④　吸収合併に係る割当ての内容の算定根拠

本合併に際して新株式の発行、新株式の割当ては行わないため、該当事項はありません。

　
⑤　当該吸収合併の後の吸収合併存続会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産

の額、総資産の額及び事業の内容

a．商号 株式会社ジュピターテレコム

b．本店の所在地 東京都千代田区丸の内一丁目８番１号　
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c．代表者の氏名 代表取締役社長　　牧　俊夫

d．資本金の額  37,550百万円(2013年12月31日現在)

e．純資産の額  135,858百万円(2013年12月31日現在)

f．総資産の額  578,451百万円(2013年12月31日現在)

g．事業の内容 ケーブルテレビ局の統括運営を通じた有線テレビジョン放送及び電気通信事業等

    
 

(3)　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に著しい影響を与える事象に関する事項(企業内容等の開示

に関する内閣府令第19条第２項第12号に基づく報告)

①　当該事象の発生日

2014年７月１日(本合併の効力発生日)

　

②　当該事象の内容

本合併の効力発生日における株式会社テクノロジーネットワークスの純資産の額が、当社が保有する同社の株

式の帳簿価格を下回る見込みであるため、その差額を本合併による抱合せ株式消滅差損として特別損失に計上す

るものであります。　

　

③　当該事象の損益に与える影響額

本合併に伴い、2015年３月期の当社個別財務諸表において、抱合せ株式消滅差損として、4,697百万円を特別損

失に計上する見込みであります。なお、株式会社テクノロジーネットワークスは、当社の完全子会社であるた

め、連結財務諸表に与える影響はございません。
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